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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第39期

第３四半期 
累計期間 

第38期

会計期間 

自平成23年
４月１日 

至平成23年 
12月31日 

自平成22年
４月１日 

至平成23年 
３月31日 

売上高（千円）  5,322,986  6,895,723

経常利益（千円）  161,154  229,544

四半期（当期）純利益（千円）  58,723  184,778

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
 －  －

資本金（千円）  459,237  459,237

発行済株式総数（株）  9,210,960  9,210,960

純資産額（千円）  1,671,469  1,706,557

総資産額（千円）  3,367,166  3,113,899

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 6.55  20.58

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －

１株当たり配当額（円）  －  8.0

自己資本比率（％）  49.6  54.8

回次 
第39期

第３四半期 
会計期間 

会計期間 

自平成23年
10月１日 

至平成23年 
12月31日 

１株当たり四半期純利益金額

（円） 
 2.96
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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。 

２．第38期第３四半期累計期間については、四半期連結財務諸表を作成しており、四半期財務諸表を作成して

いないため、記載しておりません。 

３．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

４．第39期第３四半期累計期間の持分法を適用した場合の投資利益については、持分法を適用すべき関連会社

がないため記載しておりません。 

５．第38期の持分法を適用した場合の投資利益については、連結財務諸表を作成していたため記載しておりま

せん。 

６．第39期第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び、第38期の潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在していないため記載して

おりません。 

当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、関係会社にお

ける異動もありません。 

２【事業の内容】
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当第３四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。 

(1) 業績の状況 

当第３四半期累計期間における我が国経済は、東日本大震災からの復興による回復傾向も見られましたが、欧州

債務危機による世界経済の減速や急激な円高により、依然として厳しい状況が続きました。 

情報サービス産業においては、震災の影響もありＩＴ投資への慎重姿勢が継続しております。 

このような状況の中、当社は、業容の拡大と業績の確保を目指し、新規顧客の開拓と既存顧客へのきめ細かい提

案活動を展開した結果、クレジット系大型案件と保険系が順調に推移したことにより、当第３四半期累計期間の業

績は、売上高 百万円、営業利益 百万円、経常利益 百万円、四半期純利益 百万円となりました。 

なお、前第３四半期累計期間は四半期連結財務諸表を作成し、四半期財務諸表を作成していないため、前年同四

半期との比較分析は行っておりません。 

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

(3) 研究開発活動 

当社の当第３四半期累計期間における研究開発費は、30百万円となっております。 

当社の具体的な研究開発活動は以下のとおりであります。 

① クレジットソリューション 

当社は、前期よりクレジットシステムの国際ブランドカード（ＶＩＳＡ、Ｍaster）取引業務の導入コスト低

減のためのソリューション開発に取り組み、完成いたしました。 

② ＢＩ（Ｂusiness Intelligence）ソリューション 

特定のベンダーに依存しないＯＳＳ(Open Source Software)をベースにテンプレート開発に取り組み、中堅

企業向け予算管理ソリューションのテンプレートを作成いたしました。 

③ 生命保険営業支援システム 

タブレット端末での営業支援システムの開発に取組んでいます。 

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

5,322 148 161 58
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

  

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  35,800,000

計  35,800,000

種類 
第３四半期会計期間末現在
発行数（株） 
（平成23年12月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成24年２月９日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  9,210,960  9,210,960

大阪証券取引所 

ＪＡＳＤＡＱ 

（スタンダード） 

単元株式数 

1,000株 

計  9,210,960  9,210,960 － － 

(2)【新株予約権等の状況】

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4)【ライツプランの内容】

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 

発行済株式総

数増減数 

（株） 

発行済株式総

数残高（株） 

資本金増減額

（千円） 

資本金残高 

（千円） 

資本準備金増

減額（千円） 

資本準備金残

高（千円） 

平成23年10月１日～ 

平成23年12月31日 
 －  9,210,960  －  459,237  －  61,191

(6)【大株主の状況】
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当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成23年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。 

①【発行済株式】 

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株含まれております。 

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数４個が含まれております。 

２．「単元未満株式」の欄には、自己株式791株が含まれております。 

②【自己株式等】 

（注）当第３四半期末の自己株式数は351,791株であります。 

該当事項はありません。 

(7)【議決権の状況】

  平成23年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   233,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  8,975,000  8,975 － 

単元未満株式 普通株式    2,960 － 1単元（1,000株）未満の株式 

発行済株式総数  9,210,960 － － 

総株主の議決権 －  8,975 － 

  平成23年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社クロスキャット 
東京都品川区東品川 

一丁目2番5号 
 233,000 －  233,000  2.52

計 －  233,000 －  233,000  2.52

２【役員の状況】
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１．四半期財務諸表の作成方法について 

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第

63号）に基づいて作成しております。 

また、前第３四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）は、四半期財務諸表を作成してい

ないため、四半期損益計算書は記載しておりません。 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成23年10月１日から平成23

年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期財務諸表

について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。 

３．四半期連結財務諸表について 

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

第４【経理の状況】
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当第３四半期会計期間 
(平成23年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 486,243 713,527

受取手形及び売掛金 1,476,596 1,216,622

仕掛品 370,451 731,342

繰延税金資産 99,711 43,006

その他 73,120 71,441

貸倒引当金 △1,470 △1,010

流動資産合計 2,504,652 2,774,930

固定資産   

有形固定資産   

建物 179,971 178,585

減価償却累計額 △121,826 △120,057

建物（純額） 58,144 58,528

構築物 7,457 7,457

減価償却累計額 △6,221 △6,356

構築物（純額） 1,236 1,101

車両運搬具 8,265 8,265

減価償却累計額 △5,404 △6,279

車両運搬具（純額） 2,861 1,985

工具、器具及び備品 148,149 129,956

減価償却累計額 △118,221 △107,692

工具、器具及び備品（純額） 29,927 22,264

土地 43,171 43,171

有形固定資産合計 135,341 127,051

無形固定資産   

ソフトウエア 48,948 37,338

ソフトウエア仮勘定 － 7,169

その他 2,791 2,791

無形固定資産合計 51,740 47,299

投資その他の資産   

投資有価証券 110,866 109,383

出資金 10 10

会員権 8,619 8,619

敷金及び保証金 131,882 136,869

役員に対する保険積立金 15,576 16,290

繰延税金資産 155,209 146,712

投資その他の資産合計 422,164 417,885

固定資産合計 609,247 592,235

資産合計 3,113,899 3,367,166
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当第３四半期会計期間 
(平成23年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 219,973 375,885

短期借入金 260,000 450,000

未払法人税等 30,347 2,830

賞与引当金 178,805 94,620

その他 275,440 337,680

流動負債合計 964,566 1,261,015

固定負債   

退職給付引当金 347,351 373,566

資産除去債務 35,344 32,948

長期未払金 60,079 28,166

固定負債合計 442,775 434,681

負債合計 1,407,342 1,695,697

純資産の部   

株主資本   

資本金 459,237 459,237

資本剰余金 61,191 61,191

利益剰余金 1,249,923 1,236,829

自己株式 △63,196 △82,076

株主資本合計 1,707,155 1,675,181

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △598 △3,712

評価・換算差額等合計 △598 △3,712

純資産合計 1,706,557 1,671,469

負債純資産合計 3,113,899 3,367,166
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（２）【四半期損益計算書】 
【第３四半期累計期間】 

（単位：千円）

当第３四半期累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

売上高 5,322,986

売上原価 4,401,585

売上総利益 921,401

販売費及び一般管理費 772,556

営業利益 148,844

営業外収益  

受取利息 67

受取配当金 3,489

助成金収入 7,725

その他 3,711

営業外収益合計 14,995

営業外費用  

支払利息 2,459

その他 226

営業外費用合計 2,685

経常利益 161,154

特別損失  

固定資産除却損 5,255

訴訟和解金 14,823

特別損失合計 20,079

税引前四半期純利益 141,075

法人税、住民税及び事業税 15,505

法人税等調整額 66,846

法人税等合計 82,351

四半期純利益 58,723
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該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計

期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。 

  

【会計方針の変更等】

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【追加情報】

当第３四半期累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年12月31日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

  

（法人税率の変更等による影響） 

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律

第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」

（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する事業年度から法人税

率の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負

債の計算に使用する法定実行税率は従来の40.69％から、平成24年４月１日に開始する事業年度から平成26年４月

１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については38.01％に、平成27年４月１日に開始する事業年

度以降に解消が見込まれる一時差異については35.64％となります。この税率変更により、繰延税金資産の金額

（繰延税金負債の金額を控除した金額）は18,561千円減少し、法人税等調整額は18,270千円増加しております。 

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

（四半期損益計算書関係）

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

  
当第３四半期累計期間

（自 平成23年４月１日 
至 平成23年12月31日） 

減価償却費 千円 38,939
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Ⅰ 前第３四半期累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日） 

配当金支払額 

  

Ⅱ 当第３四半期累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年12月31日） 

配当金支払額 

  

当第３四半期累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年12月31日） 

当社は、情報サービス事業並びにこれらの付帯業務の単一セグメントであるため記載を省略しております。

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

（株主資本等関係）

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年 6月24日 

定時株主総会 
普通株式  71,833  8 平成22年 3月31日 平成22年 6月25日 利益剰余金

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年 6月24日 

定時株主総会 
普通株式  71,817  8 平成23年 3月31日 平成23年 6月27日 利益剰余金

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

（１株当たり情報）

  
当第３四半期累計期間

（自 平成23年４月１日 
至 平成23年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭 6 55

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円）  58,723

普通株主に帰属しない金額（千円）  －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円）  58,723

普通株式の期中平均株式数（千株）  8,959

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要 

－ 

（重要な後発事象）

２【その他】
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該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社クロス

キャットの平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第39期事業年度の第３四半期会計期間（平成23年10月１日から
平成23年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期財務諸
表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

四半期財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四
半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社クロスキャットの平成23年12月31日現在の財政状態及び同日をもって
終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ
なかった。 

利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成24年２月９日

株式会社クロスキャット 

取締役会 御中 

有限責任監査法人 トーマツ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 山口 更織  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 長島 拓也  印 

（注）１.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２.四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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